
様式Ｃ－１９

科学研究費助成事業（科学研究費補助金）研究成果報告書
平成 24年 5月 21 日現在

研究成果の概要（和文）：市場メカニズムの基盤整備のための説明義務、権利としての自己決定

の確保としての説明義務、専門家たる事業者への信頼保護としての説明義務という、いずれの

見地からしても、各人の属性に応じた説明が必要ではあるが、業者のコストによりある程度定

型的な説明も許容される。また、取引ごとの業者のコストを反映して、取引ごとに説明の程度

が変わることもある。

研究成果の概要（英文）：Business operators who owe the duty of explanation must explain
their customers the contents of contracts according to their attributes. But they may
explain them supposing their customers are ordinary ones in consideration for their costs of
explanation. It does not differ whether we analyze the duty of explanation from the
viewpoint of maintaining foundations for market, from the viewpoint of the right of
self-determination, or from the viewpoint of defending confidence in experts. Also the
degree of explanation depends on the costs of explanation in each transaction.
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１．研究開始当初の背景
従来から金融商品等の販売における説明

義務については膨大な研究がなされていた。
その中で、説明義務の理論的基礎についての
研究に大きな発展をもたらしたものとして、
潮見佳男『契約法理の現代化』（2004）第 2
部第 1 章第 2 章がある。その後の議論を含め
て、説明義務の基礎としては３つの考え方が
ある。第 1 に、市場原理にのっとった自己決

定を尊重するという立場から市場メカニズ
ムが機能するための基盤を確保するために
説明義務を認めるというものがある（機能的
にみた自己決定）。第 2 に、意思決定の自由
という見地から、情報収集・認識・判断とい
った自己決定プロセスを他人による決定で
はなく、自己決定と評価できるように自己決
定基盤を整備するために説明義務を認める
というものがある（権利としての自己決定）。
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第 3 に、事業者の専門家性から説明義務を認
める考え方がある。すなわち、高度に複雑化
し専門分化が進んだ現代社会においては、顧
客は専門的知見を備えた専門家たる事業者
に依存せざるをえず、事業者はその自らに対
する信頼を基礎として事業を行っている。そ
こで、事業者に対する専門家としての社会的
信頼を保護するために説明義務を認める。潮
見佳男「説明義務・情報提供義務と自己決定」
判タ 1178 号（2005）9 頁。

このように説明義務の理論的基礎につい
ての研究は大きく進展しており、助言義務の
適否、適合性の原則の適否等につき一定の視
角を与えることに成功している。他方で、説
明すべき事項、説明の程度、義務違反による
損害賠償の要件等の各論的問題の処理につ
いては、必ずしもこのような理論的展開が反
映されていない（過失相殺の適否とのつなが
りは指摘されている。潮見・前掲書）。また、
これらの各論的問題において、投資取引につ
いては、金商法において業法規制がなされ、
また、金販法では私法的規律として説明義務
が課されているが、それ以外の消費者取引と
違いがあるかという点も十分に議論されて
いない（この点の指摘として、池田清治「競
争秩序と消費者」NBL863 号（2007）73 頁）。
たとえば、典型的には、保障型の保険商品に
おける説明義務と金融商品における説明義
務では、必要とされる説明の程度等について、
前者では一般的定型的な説明で足りるとさ
れるのが通常であるが、後者では、相手方の
知見等に応じた説明が必要とされるという
ように異なった考え方がとられているが、そ
の理由は明らかではない。

このような状況において、本研究は、説明
義務の理論的基礎と各論的問題の接合を図
り、具体的問題について消費者取引を横断的
に検討することにより議論の発展をねらう
ものである。

２．研究の目的
各種の消費者取引における説明義務につ

き、説明すべき事項、説明の程度、助言義務
などの問題につき、説明義務の理論的基礎に
関する３つのアプローチ（市場メカニズムの
基盤確保、権利としての自己決定、業者の専
門家性）からどのような結論が導かれるかを
検討し、そのことにより、理論的基礎につい
ての理解の深化をはかりつつ、これらの問題
につき、具体的結論を得ることを目的とする。

３．研究の方法
まず、説明義務の理論的基礎についての従

来の学説の到達点を把握する。この作業の次
に、各種消費者取引についての各論的問題を
洗い出す作業を行う。最後に、ここまでの分
析をもとに基礎理論との結びつきを考えな

がら、各種商品につき、各論的問題について
の具体的結論を得るよう検討を行う。

４．研究成果
（1） 各種の消費者取引ごとの説明義務の
あり方に関する検討課題の１つに、保証型の
保険商品の販売における説明義務と金融商
品の販売における説明義務の異同につき、ど
のように考えるかがある。すなわち、上記の
ように、前者では、相手方の知見に応じた説
明が必要であるとされるが、後者では特に説
明事項については、一般的な顧客の定型的な
ニーズに合わせて説明すればよいとされる
ことが多い。

この違いは、前者と後者とで、説明が必要
とされる事項の幅に違いがあり、このことが
業者側のコストに結びついているために生
じているものと考えられる。すなわち、金融
商品における説明義務で問題とされるのは
主にリスクの程度である。理論的には、リス
ク以外の商品内容についての説明義務がな
いわけではないが、実際に問題になるのは、
主にリスクの程度に関する事項である。

これに対して、保障型保険についての説明
義務では、免責事由、保険契約者の義務、義
務違反の効果など種々のことが説明すべき
事項として立ち現れる。かつ、このような契
約内容は非常に細かい点にまで及んでいる
ので、すべてを詳細に説明することは現実に
は困難であり、説明事項を絞ることになる。
本来顧客が興味をもつ事項は顧客それぞれ
のニーズによって異なるのであるが、業者側
が積極的に調査して、顧客のニーズにあった
事項を説明するのでは非常にコストがかか
る。そこで、定型的なニーズに合わせて説明
すればよいという考え方が正当化される。金
融商品では説明事項は現実には最初から定
型化されているともいえる。このようにこの
問題は、説明義務の内容に業者のコストが無
意識に反映されていたものである。
（2） このように業者のコストが説明義務
の内容に反映されるとして、このことを含め
て、説明すべき事項、説明の程度については、
説明義務の理論的基礎に関する３つのアプ
ローチからすると、どのように考えられるで
あろうか。

まず、説明の程度については次のように考
えられる。自己決定環境の整備を市場メカニ
ズムが機能するための基盤確保のためとと
らえた場合には、抽象的には平均的顧客に対
応した形で説明すれば十分であるというふ
うにも考えられる。市場が効率的に機能する
ということは、社会的な費用からして過大ま
たは過少な販売がなされないということで
あるから、平均的顧客に対応した形で顧客の
情報基盤を整備すれば（説明すれば）、平均
的顧客はその商品の価値に応じた価格で購



入する（あるいはその価格に見合うだけの価
値を見出す人だけが購入する）ので、適正な
販売量が実現されるということである。この
販売量の実現に影響を与えない程度の少数
の人を想定して説明義務を認める必要はな
いということになる。そこまでの説明義務を
認めることは逆に過大なコストをかけるこ
とになる。平均的顧客に対応した説明では十
分な理解を得ることができない者は適切な
判断ができないことになるが、そのようなリ
スクは自分で負担せざるをえない（それ以上
の情報収集は自分の責任で行わなければな
らない）。

もっとも、問題になるのは、市場が効率的
に機能するために必要な程度の多数の顧客
を平均的顧客という枠で一括りにすること
ができるかではなかろうか。たとえば、当該
商品についての顧客の理解力がそもそも一
括りにはできないほどに多様であるとすれ
ば、市場メカニズムの整備という観点からし
ても、ある程度多様な説明が求められること
になる。このような場合には、市場メカニズ
ムの整備という発想は根本的には一人一人
に対応した説明を想定するものではないと
しても、具体的な個々人に対応した説明を求
めるという考え方との実際上の説明義務の
内容はそれほど違わなくなるとも考えられ
る。

次に、自己決定環境の整備を、権利として
の自己決定の保護のためとみた場合には、そ
もそも個別的な顧客に応じた説明が求めら
れることになろう。もっとも、この場合でも、
自己決定権を保護するために相手方の権利
を過度に制約することは正当化できないの
であり、この見地から説明の程度等につき一
定の制約がかけられることはありえる。そこ
で、事業者側が相手方の事情を知らなかった
場合には個別事情に応じた説明は不要であ
るというような調整がなされることはある。

以上に対して、信頼保護原理からの説明と
して事業者の専門家性から説明義務を基礎
づける場合には、保険に限らない一般論とし
ていえば、説明の程度は取引の複雑さや専門
性に応じて異なる。ここでも専門家であるか
ら、個別具体的な説明が必要であるとは一概
にはいえないであろう。顧客がどの程度専門
家に依存するかによる。

次に、説明すべき事項については、たとえ
ば、保障型保険を例とすると、ひとまず直感
的には次のように考えられる。顧客が自らの
需要を認識している場合には保険者側に説
明義務を課す必要はない。顧客が自らの需要
を認識していない場合、保険者側が需要を認
識している場合には説明義務を課すべきで
ある。保険者側が需要を知りえた場合として、
特別な需要の調査義務を課すことになるよ
うな解釈は妥当ではない。

この直感的な結論を基本的な視点からみ
てみると、どう評価できるか。市場メカニズ
ムの機能確保という点からは、（多様性を含
んだ商品に応じた）定型的な説明が求められ
る。特殊な需要への対応については、基本的
には特殊事情のある取引の規模は全体的に
販売量が過大かどうかという判断に影響す
るようなものではないとすれば、対応する必
要はないことになろう。ただ、たとえば特約
が存在している（車両保険の地震担保）場合
に、定型的説明としては特約について説明す
る必要はないとしても、地震担保に入りたい
と思っている需要を知っている場合には説
明すべきであろう。特約が存在しているとい
うことはある程度のまとまった需要がある
ということを示しているといえるように思
われるからである。

自己決定権の保護という点からは、本来、
個別具体的な顧客の需要に応じた説明が求
められることになるが、特別な需要に対応し
た説明については、保険者側への過度の制約
を避けるという見地から、やはり上記のよう
に考えることが許されるのではないか。また、
基本的には、（多様性を含んだ商品に応じた）
定型的な説明によって、具体的な需要が満た
されることが通常であろう。したがって、考
え方の出発点としては、個別具体的な顧客の
需要に応じた説明から考えるとしても、結果
的には上記のような形になるのではないか。

専門家性の観点からは、保険においては商
品内容が定型的であるとしても、そもそも定
型的かどうかが顧客には分からないところ
があると思われるので、定型的商品について
も、顧客は一定程度募集人に依存するといえ
よう。したがって、定型的商品であっても商
品内容の説明はもちろん必要である。そして、
保険商品を扱っているということから、多様
性を含んだ商品に応じたという意味での定
型的な説明は必要であろう。特殊な需要につ
いては、顧客がそもそも一定程度依存すると
いう関係（信頼関係）を基礎に販売している
ことからして、知っている特殊な需要につい
ては説明すべきといえるのではないか。

なお、平均的顧客の需要に対応した説明と
して、どの事項についての説明が必要かは客
観的に決まることであるとしても、判断は困
難であることもあろう。１つの視点としては、
保険商品の内容から客観的に判断されると
いう面がある。たとえば、地震免責条項につ
いてはかつては保険者は特に説明していな
かったであろうし、実際の顧客も一部の地域
を除けば火災保険に加入するにあたって特
に地震保険に入る必要性を感じてはいなか
ったものと思われる。しかし、だからといっ
て重要事項にならないということにはなら
ない。火災保険への加入の際には地震保険へ
の加入を判断してもらう必要があり、それと



の関係で説明する必要がある。
権利としての自己決定の保護という観点

からした場合、このような形で原則的な説明
事項が決まるというのは矛盾しているよう
にもみえる。しかし、保険者側への過度の拘
束を避けるということから、最終的にはこの
ように考えられるのではないか。
（3） 助言義務については、自己決定権か
らは助言義務は導かれず、業者との高度な信
頼関係（信認関係）に基づいて初めて認めら
れるとするのが有力な学説である。この説は
自己決定権が実質的に機能するためには説
明義務を認めれば足りると理解している。し
かし、顧客が自己のニーズを把握すること自
体が困難であり、業者の情報提供のあり方に
よって顧客のニーズ把握がゆがめられてし
まうおそれがあるような場合には、説明義務
だけでは自己決定権が機能することを確保
することはできない。このような場合には、
顧客のニーズ把握をゆがめないようにする
という意味で、単なる説明義務を超える義務
を認めるべきであると考えられる。もっとも、
これは一般論でありどのような取引におい
て、このような意味での助言義務を認めるべ
きかについて、業者側に過度の負担をかける
ことにならないかという点を含めて、取引ご
とに検討する必要がある。たとえば、生命保
険においては、ある程度このような義務を認
めることは可能であると思われる。

また、助言義務を認めたとしても、義務違
反により損害賠償を認めることを考えると、
どのような場合に義務違反を認めるかとい
う点では、非常に困難な問題が残る。顧客の
ニーズをゆがめたどうかの認定は顧客のニ
ーズがそもそも明確ではないところがある
ので、非常に困難である。このように助言義
務の具体化については立証責任も含めてさ
らに検討する必要がある。
（4） 近時、行動経済学における、人は利
得の獲得については確実性を好むというリ
スク・アバースの性質をもつのが一般的であ
るが、損失については、一定額の損失の負担
を確定させるよりも、リスクをかけてでも損
失の回収をはかることを好むというプロス
ペクト理論に基づき、業者の勧誘行為の規制
を考えるという方向性が示されている。この
ような行動経済学等の知見は市場メカニズ
ムの捉え方に影響するものであると同時に、
法哲学的な自己決定の意味にも影響を及ぼ
しうるものである点で重要である。もっとも、
プロスペクト理論を、法的にどのように用い
るかは困難な問題である。たとえば、利得の
獲得については、リスク・アバースであるこ
とは、金銭的にみれば合理的であるとはいえ
ず、その点では、損失が出た場合にはリス
ク・テイクであることと同じであるともいえ
る。金銭的な合理性とのずれが問題なのか、

利得獲得時と損失負担場面における選好の
違いを利用することが問題なのかなど、行動
経済学等の知見をどのように活かすかはさ
らなる問題である。
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